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答 申 書 

 

 

令和５年11月22日付け諮問第3174号をもって諮問された事案について、審議の結果、下

記のとおり答申する。 

 

記 

 

１ 本件、電気通信事業法施行規則等の一部改正については、諮問のとおり改正することが

適当と認められる。 

 

２ なお、提出された意見及びそれに対する当審議会の考え方は、別紙のとおりである。 

 

以上 



別紙 

電気通信事業法施行規則等の一部改正等に対する意見等及びそれに対する考え方 
（審議会への必要的諮問事項に係るもの） 

意見募集期間：令和５年11月23日（木）～同年12月22日（金）（案件番号：145210200） 

再意見募集期間：令和５年12月27日（水）～令和６年１月12日（金）（案件番号：145210216） 

意見及び再意見提出者一覧 

意見提出者 13件 （法人：11件） 

再意見提出者 ４件 （法人：３件） 
※提出意見数は、意見提出者数としています。 

※意見及び再意見については要約を付しています。 

（提出順、敬称略） 

受付 意見提出者 再意見提出者 

１ 株式会社アイ・ピー・エス・プロ 株式会社ＮＴＴドコモ 

２ 株式会社コムスクエア ソフトバンク株式会社 

３ 個人Ａ ＫＤＤＩ株式会社 

４ フリービット株式会社 個人Ｃ 

５ 株式会社ＮＴＴドコモ - 

６ 東日本電信電話株式会社 - 

７ エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 - 

８ ソフトバンク株式会社 - 

９ 西日本電信電話株式会社 - 

10 楽天モバイル株式会社 - 

11 中部テレコミュニケーション株式会社 - 

12 ＫＤＤＩ株式会社 - 

13 個人Ｂ - 



ビル＆キープ方式の導入（「選択可能化」、「原則化」等）について 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見１ 

● 固定電話網のＩＰ網への移行後には、全事業者

一律・公平にビル＆キープ方式を採用することが

最適。引き続き検討を進めるべき。 

● 本省令案は、全事業者一律・公平にビル＆キー

プ方式を採用するためのステップとして、一定の

意義がある。 

● 固定電話市場全体が、「競争フェーズ」から、

「維持・縮退フェーズ」に移行している中、音声接

続に係る規制については必要最小限であるべ

き。他の既存の規制の見直し・簡素化を含め、改

めて検討することが望ましい。 

再意見１ 

● 市場の縮小傾向、固定電話網のＩＰ網への移

行、トラヒック・ポンピングの出現等の音声接続を

取り巻く環境変化を踏まえれば、既存制度を見直

し、通信業界全体で協議・精算実務の簡素化・効

率化を図るため、本来は全事業者へのビル＆キ

ープ方式導入が望ましい。 

● 本省令案は、まずは部分的な導入を図る方策

として制度整備を進めるものであり、意見前段及

び中段に賛同。 

● 本省令案は、接続料の算定等に関する研究会

（以下「研究会」という。）における議論等を踏まえ

れば、指定設備設置事業者においても二者間の

合意に基づきビル＆キープ方式が選択可能にな

るものであり、全事業者一律採用や原則化への

ステップではない。 

● ビル＆キープ方式の原則化は、適切なコスト回

収の原則から逸脱する点、契約者数の多寡によ

り有利・不利になり健全な競争に悪影響を及ぼす

点に問題があり、適切ではない。 

考え方１ 

 

○ 当社としては、対称・対等な接続関係となるＩＰ

網移行後においては、着信接続料の高止まり抑

止及び規制対応コスト・運用コストの最小化を図

る観点から、全事業者一律・公平にビル＆キープ

方式を採用することが最適と考えており、当該方

式の原則化に向けて引き続き検討を進めるべき

○ 指定電気通信設備制度については、これま

でも公正競争上の課題を踏まえて検討がなさ

れ、累次のルール整備が図られてきたところ、

音声トラヒックは直近10年で25％減少し、今後

も市場は縮小傾向にあります。また、固定電話

網のIP網への移行や、トラヒック・ポンピングの

○ 意見については、ビル＆キープ

方式の選択可能化に賛同の御意

見として承ります。 

○ なお、ビル＆キープ方式を原則

化することについては、研究会第

七次報告書において、丁寧な議

無 



と考えます。 

○ 今回の改正案について、全事業者で一律・公平

にビル＆キープ方式を採用するためのステップと

して、まずはビル＆キープ方式の部分的な導入

を促すために、指定設備設置事業者においても

ビル＆キープ方式の導入が可能となる点におい

て、一定の意義があると考えます。 

○ なお、当社としては、固定電話市場全体が、顧

客獲得を事業者間で競う「競争フェーズ」から、サ

ービスをコストミニマムかつ安定的に提供してい

く「維持・縮退フェーズ」に移行している中、音声

接続に係る規制については必要最小限であるべ

きと考えており、事業者全体の対応コスト・運用コ

ストを最小化する観点から、他の既存の規制の

見直し・簡素化を含め、改めて検討することが望

ましいと考えます。 

（東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株

式会社） 

出現等、様々な音声接続を取り巻く環境変化

を踏まえれば、既存制度を見直し、通信業界

全体で事業者間協議・精算実務の簡素化・効

率化を図るため、本来は全事業者へのビル＆

キープ方式導入が望ましいと考えます。 

○ 今般の省令改正では、まずは部分的な導入

を図る方策として指定設備設置事業者がビル

＆キープ方式を選択可能とする制度整備を進

めるものであり、左記意見（注：意見１（東日本電信電話株

式会社・西日本電信電話株式会社意見）１点目及び２点目）に賛同致

します。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ ビル&キープ方式の導入については、「接続

料の算定等に関する研究会」において既に議

論しており、その際構成員の先生からも「ビル

＆キープ方式の下では、各事業者の契約者数

が利益に影響すると思われる。特に、契約者

が少ない事業者が不利になると思われる。」や

「着信接続料収入への依存が大きい事業者に

とって、これがゼロになってしまうビル＆キープ

方式は、経営に甚大な影響があることが指摘

されている。そのような事業者にまでビル＆キ

ープ方式を強要することは無理があると思わ

れ、選択制とすることが良い。その上で、ビル

＆キープ方式を望まない中小規模の事業者等

に対してビル＆キープ方式と従来の精算方式

のどちらも選択できることを保証することも制

度上必要。」等の懸念が示されたところです。

また、「ビル＆キープ方式は、接続し合う事業

論が必要であり、固定電話網のIP

網への移行後における市場の在

り方を踏まえつつ、様々な論点に

ついて議論を進めていくことが適

当と整理されたとおり、総務省に

おいては、関係事業者の意見も

踏まえつつ、丁寧な議論を進めて

いくことが適当と考えます。 

 



者間のトラヒックが均衡し、互いの設備を同等

に利用し合うことを背景に導入されるものであ

ると理解している。加えて、現状の事業規模や

設備構成等の違いを踏まえた事業者間協議の

上で接続料単金が設定されているなどのた

め、公平性の観点に鑑み、接続する２社間で

合意できた場合に採用されることが適当。」や

「事務処理の簡素化の観点から、事務処理コ

ストが無視できないほど支払額が少額な事業

者間精算は見合わせる選択はとり得ると考え

られるが、それ以外は、従来通り事業者間精

算が適当。」等、ビル&キープ方式は二者間の

合意に基づくべきとの意見が中小の事業者等

からも示されていたところであり、これらの意見

等も踏まえ、ビル&キープ方式について原則化

すべきという結論にはならず、あくまでも接続

する二者間の合意に基づき、指定設備設置事

業者がビル&キープ方式を選択可能とすること

が適当という結論になったものと理解していま

す。 

上記を踏まえると、今回の改正案について

はあくまでも指定設備設置事業者においても

二者間の合意に基づきビル&キープ方式の選

択が可能になるというものであり、全事業者一

律採用や原則化へのステップとしての改正案

ではないと考えます。 

当社としてもビル&キープ方式の原則化は以

下の点に問題があり、適切ではないと考えま

す。 

・ 二者間の合意に基づかない全事業者一律



採用や、一方が要望すれば採用するといっ

たルール化はコスト負担のバランスが崩れ、

適切なコスト回収の原則から逸脱するものと

なる点 

・ ビル&キープ方式の原則化は契約者が多い

事業者にとって有利、契約者が少ない事業

者にとって不利になるものであり、このような

制度変更は健全な競争に悪影響を及ぼす

点（特に移動通信事業はサービスの特性

上、契約者数の多寡にかかわらず全国でき

め細かなエリア展開が必須であり、大規模

な固定費が発生することから、契約者の少

ない事業者が不利になると考えられる） 

（ソフトバンク株式会社） 

意見２ 

● 市場の縮小傾向、固定電話網のIP網への移

行、トラヒック・ポンピングの出現等、様々な音声

接続を取り巻く環境変化を踏まえれば、既存制度

を見直し、通信業界全体で協議・精算実務の簡素

化・効率化を図るため、本来は全事業者へのビ

ル＆キープ方式導入が望ましい。 

● 部分的導入を図る方策として本省令案に賛同。 

再意見２ 

● 原則化に反対等の意見（再意見１中、ソフトバン

ク株式会社再意見と同旨）。 

考え方２ 

 

○ 指定電気通信設備制度については、これまでも

公正競争上の課題を踏まえて検討がなされ、累

次のルール整備が図られてきたところ、音声トラ

ヒックは直近 10 年で 25％減少し、今後も市場

は縮小傾向にあります。また、固定電話網のIP網

への移行や、トラヒック・ポンピングの出現等、

様々な音声接続を取り巻く環境変化を踏まえれ

ば、既存制度を見直し、通信業界全体で事業者

○ ビル&キープ方式の導入については、「接続

料の算定等に関する研究会」において既に議

論しており、その際構成員の先生からも「ビル

＆キープ方式の下では、各事業者の契約者数

が利益に影響すると思われる。特に、契約者

が少ない事業者が不利になると思われる。」や

「着信接続料収入への依存が大きい事業者に

とって、これがゼロになってしまうビル＆キープ

○ 意見については、賛同の御意見

として承ります。 

○ 意見及び再意見中、ビル＆キー

プ方式の原則化に関する御意見

については、考え方１の後段のと

おりです。 

無 



間協議・精算実務の簡素化・効率化を図るため、

本来は全事業者へのビル＆キープ方式導入が

望ましいと考えます。 

○ 今般の省令改正では、まずは部分的な導入を

図る方策として指定設備設置事業者がビル＆キ

ープ方式を選択可能とする制度整備を進めるも

のであり、賛同致します。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

方式は、経営に甚大な影響があることが指摘

されている。そのような事業者にまでビル＆キ

ープ方式を強要することは無理があると思わ

れ、選択制とすることが良い。その上で、ビル

＆キープ方式を望まない中小規模の事業者等

に対してビル＆キープ方式と従来の精算方式

のどちらも選択できることを保証することも制

度上必要。」等の懸念が示されたところです。

また、「ビル＆キープ方式は、接続し合う事業

者間のトラヒックが均衡し、互いの設備を同等

に利用し合うことを背景に導入されるものであ

ると理解している。加えて、現状の事業規模や

設備構成等の違いを踏まえた事業者間協議の

上で接続料単金が設定されているなどのた

め、公平性の観点に鑑み、接続する２社間で

合意できた場合に採用されることが適当。」や

「事務処理の簡素化の観点から、事務処理コ

ストが無視できないほど支払額が少額な事業

者間精算は見合わせる選択はとり得ると考え

られるが、それ以外は、従来通り事業者間精

算が適当。」等、ビル&キープ方式は二者間の

合意に基づくべきとの意見が中小の事業者等

からも示されていたところであり、これらの意見

等も踏まえ、ビル&キープ方式について原則化

すべきという結論にはならず、あくまでも接続

する二者間の合意に基づき、指定設備設置事

業者がビル&キープ方式を選択可能とすること

が適当という結論になったものと理解していま

す。 

上記を踏まえると、今回の改正案について



はあくまでも指定設備設置事業者においても

二者間の合意に基づきビル&キープ方式の選

択が可能になるというものであり、全事業者一

律採用や原則化へのステップとしての改正案

ではないと考えます。 

当社としてもビル&キープ方式の原則化は以

下の点に問題があり、適切ではないと考えま

す。 

・ 二者間の合意に基づかない全事業者一律

採用や、一方が要望すれば採用するといっ

たルール化はコスト負担のバランスが崩れ、

適切なコスト回収の原則から逸脱するものと

なる点 

・ ビル&キープ方式の原則化は契約者が多い

事業者にとって有利、契約者が少ない事業

者にとって不利になるものであり、このような

制度変更は健全な競争に悪影響を及ぼす

点（特に移動通信事業はサービスの特性

上、契約者数の多寡にかかわらず全国でき

め細かなエリア展開が必須であり、大規模

な固定費が発生することから、契約者の少

ない事業者が不利になると考えられる） 

（ソフトバンク株式会社） 

意見３ 

● 固定電話網のIＰ網への移行後においては、稼

働や専門人材の維持確保及び精算システム等

のコストの削減、利用者料金設定の柔軟性向上

等の効果を最大化するためにも、全事業者一律

にビル＆キープ方式を採用することが最適。 

● 本省令案は、全事業者一律導入に向けたステ

再意見３ 

● 原則化に賛成等の意見（再意見１中ＫＤＤＩ株式

会社再意見と同旨）。 

● 原則化に反対等の意見（再意見１中ソフトバン

ク株式会社再意見と同旨）。 

考え方３ 

 



ップとして、制度整備及び合意基準の明確化が

図られる点で意義ある改正と受け止め、賛同。 

● 一方、ビル＆キープ方式に係る利用者料金設

定の位置付けについては、ビル＆キープ方式の

導入によりユーザ約款及び接続協定の既存の規

定等に影響を及ぼさないよう、事業者間での確

認・対応が必要。 

○ 当社としては全事業者間の接続形態が２社間

の直接接続となり、相互に着信接続料を負担し合

う対称な関係性となるＩＰ網への移行後において

は、 

・ 事業者間の毎月の接続料精算、毎年の交渉/

遡及精算に要する稼働や専門人材の維持確

保及び精算システム等のコストの削減 

・ サービスの原価がすべて自社でコントール可

能（自網コストのみ）となることによる、利用者

料金設定の柔軟性向上 

等の効果を最大化するためにも、全事業者一律

にビル＆キープ方式を採用することが最適と考

えます。 

○ その上で、今回の改正案は、全事業者一律導

入に向けたステップとして、指定設備設置事業者

におけるビル＆キープ方式の採用を可能とする

ための制度整備及び合意基準の明確化が図ら

れる点について、意義のある改正と受け止め、こ

れに賛同いたします。 

○ 一方で、ビル＆キープ方式を採用する場合の

利用者料金設定について「当該各電気通信設備

を設置する電気通信事業者がそれぞれ提供する

電気通信役務に関する料金を当該電気通信事業

○ 指定電気通信設備制度については、これま

でも公正競争上の課題を踏まえて検討がなさ

れ、累次のルール整備が図られてきたところ、

音声トラヒックは直近10年で25％減少し、今後

も市場は縮小傾向にあります。また、固定電話

網のIP網への移行や、トラヒック・ポンピングの

出現等、様々な音声接続を取り巻く環境変化

を踏まえれば、既存制度を見直し、通信業界

全体で事業者間協議・精算実務の簡素化・効

率化を図るため、本来は全事業者へのビル＆

キープ方式導入が望ましいと考えます。 

○ 今般の省令改正では、まずは部分的な導入

を図る方策として指定設備設置事業者がビル

＆キープ方式を選択可能とする制度整備を進

めるものであり、左記意見（注：意見３（エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケーションズ株式会社意見）１点目及び２点目）に賛同致しま

す。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ ビル&キープ方式の導入については、「接続

料の算定等に関する研究会」において既に議

論しており、その際構成員の先生からも「ビル

＆キープ方式の下では、各事業者の契約者数

○ 意見及びＫＤＤＩ株式会社再意見

については、賛同の御意見として

承ります。 

○ 意見及び再意見中、ビル＆キー

プ方式の原則化に関する御意見

については、考え方１の後段のと

おりです。 

○ 意見後段での御指摘について

は、接続約款の認可申請・届出や

接続協定の変更等に係る事業者

間協議において、関連する規定

や契約約款等との関係も含め、

適切に整理されることが望ましい

と考えます。 

無 



者が設定し、その利用者に対して請求する方式

（着信側の電気通信事業者の請求する当該料金

が基本料金に含まれるものに限る。）」と位置付

ける点については、事業者間の接続料精算方法

であるビル＆キープ方式の導入によりユーザ約

款および事業者間の相互接続協定の利用者料

金設定に関連する既存の規定内容等に影響を及

ぼすことが無いよう、事業者間での確認・対応が

必要になると考えます。 

（例） 第１種指定電気通信設備との接続に関す

る契約約款（東日本電信電話株式会社及び西日

本電信電話株式会社の接続約款） 

（責任の制限） 
 第 84 条 当社又は協定事業者は、接続が行わ
れなかったことに伴い発生する逸失利益又はそ
の契約者に対し行う損害賠償の事務処理に通常
要する費用について、相手方に対し求償しないこ
とと します。 
 ２ 前項の規定にかかわらず、当社又は協定事
業者は、利用者料金が役務区間合算料金である
場合において、相手方の責めに帰すべき事由
（他の協定事業者の宅内スプリッタ、局内スプリッ
タ又は配線設備の原因により接続が行われなか
った場合を除きます。）により自己の契約約款等
で定めるところに従いその契約者に損害賠償を
行ったときは、その費用の負担について協議す
るものとします。 
３ 当社又は協定事業者は、利用者料金が役務
区間単位料金である場合において、相手方がそ
の契約者の責めによらない事由により接続を行

が利益に影響すると思われる。特に、契約者

が少ない事業者が不利になると思われる。」や

「着信接続料収入への依存が大きい事業者に

とって、これがゼロになってしまうビル＆キープ

方式は、経営に甚大な影響があることが指摘

されている。そのような事業者にまでビル＆キ

ープ方式を強要することは無理があると思わ

れ、選択制とすることが良い。その上で、ビル

＆キープ方式を望まない中小規模の事業者等

に対してビル＆キープ方式と従来の精算方式

のどちらも選択できることを保証することも制

度上必要。」等の懸念が示されたところです。

また、「ビル＆キープ方式は、接続し合う事業

者間のトラヒックが均衡し、互いの設備を同等

に利用し合うことを背景に導入されるものであ

ると理解している。加えて、現状の事業規模や

設備構成等の違いを踏まえた事業者間協議の

上で接続料単金が設定されているなどのた

め、公平性の観点に鑑み、接続する２社間で

合意できた場合に採用されることが適当。」や

「事務処理の簡素化の観点から、事務処理コ

ストが無視できないほど支払額が少額な事業

者間精算は見合わせる選択はとり得ると考え

られるが、それ以外は、従来通り事業者間精

算が適当。」等、ビル&キープ方式は二者間の

合意に基づくべきとの意見が中小の事業者等

からも示されていたところであり、これらの意見

等も踏まえ、ビル&キープ方式について原則化

すべきという結論にはならず、あくまでも接続

する二者間の合意に基づき、指定設備設置事



わなかったときは、それぞれの契約約款等で定
めるところによりその契約者に対し自己の電気通
信サービスに係る料金の支払いを要しないことと
します。この場合において、当社又は協定事業者
は、その支払いを要しないこととした料金額につ
いて、相手方に対し求償しないものとします。 

→ビル＆キープ方式導入のために「役務区間合

算料金」から「役務区間単位料金」（いわゆる

ぶつ切り）に変更する接続形態の呼について、

従前どおり第２項の対象とするのか、あるいは

第３項の対象へと変更するのか、事業者間で

の確認・対応が必要となる 

（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社） 

業者がビル&キープ方式を選択可能とすること

が適当という結論になったものと理解していま

す。 

上記を踏まえると、今回の改正案について

はあくまでも指定設備設置事業者においても

二者間の合意に基づきビル&キープ方式の選

択が可能になるというものであり、全事業者一

律採用や原則化へのステップとしての改正案

ではないと考えます。 

当社としてもビル&キープ方式の原則化は以

下の点に問題があり、適切ではないと考えま

す。 

・ 二者間の合意に基づかない全事業者一律

採用や、一方が要望すれば採用するといっ

たルール化はコスト負担のバランスが崩れ、

適切なコスト回収の原則から逸脱するものと

なる点 

・ ビル&キープ方式の原則化は契約者が多い

事業者にとって有利、契約者が少ない事業

者にとって不利になるものであり、このような

制度変更は健全な競争に悪影響を及ぼす

点（特に移動通信事業はサービスの特性

上、契約者数の多寡にかかわらず全国でき

め細かなエリア展開が必須であり、大規模

な固定費が発生することから、契約者の少

ない事業者が不利になると考えられる） 

（ソフトバンク株式会社） 

意見４ 

● 本省令案に賛同。 

● 新規参入事業者の参入障壁を下げる意味で

再意見４ 

● 原則化に反対等の意見（再意見１中、ソフトバン

ク株式会社再意見と同旨）。 

考え方４ 

 



も、原則、全呼種を対象としてビル＆キープ方式

とすることが業界全体として適切であり、議論を

加速することを要望。 

● 指定設備設置事業者同士のビル＆キープ方式

の導入後の利用者料金について、総務省におい

て注視することを希望。 

○ 本件は指定電気通信設備を設置する電気通信

事業者についてのビル＆キープ方式の選択制と

理解しておりますので弊社として賛同いたしま

す。 

○ 新規参入事業者の参入障壁を下げるという意

味でも、従前より弊社が要望しているとおり、原

則ビル＆キープ方式とすることが業界全体として

適切であると考えております。同時にビル＆キー

プ方式に含まれる呼種についても原則全呼種を

対象とすることが適切であると考えております。

今回の事業法一部改正についてはその実現に

向けたステップであると承知しておりますが、そ

の先の原則ビル＆キープ方式の導入、対象を原

則全呼種とすることについても議論を加速してい

たければ幸いです。 

○ また、指定電気通信設備を設置する電気通信

事業者同士のビル＆キープ方式の導入について

は、その結果出てくるエンドユーザ向け料金が業

界の実質的なスタンダードとなる可能性が高いと

思われますので、御省の方でよく注視していただ

くことを希望します。 

（フリービット株式会社） 

○ ビル&キープ方式の導入については、「接続

料の算定等に関する研究会」において既に議

論しており、その際構成員の先生からも「ビル

＆キープ方式の下では、各事業者の契約者数

が利益に影響すると思われる。特に、契約者

が少ない事業者が不利になると思われる。」や

「着信接続料収入への依存が大きい事業者に

とって、これがゼロになってしまうビル＆キープ

方式は、経営に甚大な影響があることが指摘

されている。そのような事業者にまでビル＆キ

ープ方式を強要することは無理があると思わ

れ、選択制とすることが良い。その上で、ビル

＆キープ方式を望まない中小規模の事業者等

に対してビル＆キープ方式と従来の精算方式

のどちらも選択できることを保証することも制

度上必要。」等の懸念が示されたところです。

また、「ビル＆キープ方式は、接続し合う事業

者間のトラヒックが均衡し、互いの設備を同等

に利用し合うことを背景に導入されるものであ

ると理解している。加えて、現状の事業規模や

設備構成等の違いを踏まえた事業者間協議の

上で接続料単金が設定されているなどのた

め、公平性の観点に鑑み、接続する２社間で

合意できた場合に採用されることが適当。」や

○ 意見については、賛同の御意見

として承ります。 

○ 意見後段及び再意見について

は、総務省において今後の検討

の参考にすることが適当と考えま

す。 

○ 意見及び再意見中、ビル＆キー

プ方式の原則化に関する御意見

については、考え方１の後段のと

おりです。 

 

無 



「事務処理の簡素化の観点から、事務処理コ

ストが無視できないほど支払額が少額な事業

者間精算は見合わせる選択はとり得ると考え

られるが、それ以外は、従来通り事業者間精

算が適当。」等、ビル&キープ方式は二者間の

合意に基づくべきとの意見が中小の事業者等

からも示されていたところであり、これらの意見

等も踏まえ、ビル&キープ方式について原則化

すべきという結論にはならず、あくまでも接続

する二者間の合意に基づき、指定設備設置事

業者がビル&キープ方式を選択可能とすること

が適当という結論になったものと理解していま

す。 

上記を踏まえると、今回の改正案について

はあくまでも指定設備設置事業者においても

二者間の合意に基づきビル&キープ方式の選

択が可能になるというものであり、全事業者一

律採用や原則化へのステップとしての改正案

ではないと考えます。 

当社としてもビル&キープ方式の原則化は以

下の点に問題があり、適切ではないと考えま

す。 

・ 二者間の合意に基づかない全事業者一律

採用や、一方が要望すれば採用するといっ

たルール化はコスト負担のバランスが崩れ、

適切なコスト回収の原則から逸脱するものと

なる点 

・ ビル&キープ方式の原則化は契約者が多い

事業者にとって有利、契約者が少ない事業

者にとって不利になるものであり、このような



制度変更は健全な競争に悪影響を及ぼす

点（特に移動通信事業はサービスの特性

上、契約者数の多寡にかかわらず全国でき

め細かなエリア展開が必須であり、大規模

な固定費が発生することから、契約者の少

ない事業者が不利になると考えられる） 

（ソフトバンク株式会社） 

  



ビル＆キープ方式に関する接続約款上の措置等 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見５ 

● ビル＆キープ方式の採用に当たっては、次の

点に留意する必要。この考え方の下、本省令案

に則って、関係事業者と協議しつつ具体的な合

意の基準について検討していく。 

・ 合意に基づき選択可能とする間は、いずれの

事業者も相手方事業者からビル＆キープ方式

の採用を強制されるものではないこと 

・ ビル＆キープ方式を採用するときの合意の基

準については、特定の電気通信事業者に対し

て不当に差別的な取扱いとならない範囲で、

柔軟な運用を可能なものとすべきであること 

再意見５ 

 

考え方５ 

 

○ ビル＆キープ方式の採用に当たっては、以下

の点に留意する必要があると考えます。 

・ ビル＆キープ方式を二社間の合意に基づき選

択可能とする間は、指定設備設置事業者であ

るか否かにかかわらず、いずれの事業者も相

手方事業者からビル＆キープ方式の採用を強

制されるものではないこと 

・ 指定設備設置事業者に対して制度的措置とし

て求められている「ビル＆キープ方式に合意

する条件」については、特定の電気通信事業

者に対して不当に差別的な取扱いとならない

範囲で、柔軟な運用を可能なものとすべきであ

ること 

○ 当社としては、ビル＆キープ方式を採用するこ

 ○ 本省令案においては、ビル＆キ

ープ方式を採用するときの合意の

基準が満たすべき要件が規定さ

れていますが、合意の基準そのも

のを規定しているものではなく、

制度が指定設備設置事業者にビ

ル＆キープ方式の採用を強要す

るものではありません。 

○ ビル＆キープ方式を採用すると

きの合意の基準については、まず

は省令の規定やその趣旨を踏ま

え、接続事業者に丁寧に説明しつ

つ、各指定設備設置事業者にお

いて適切に検討すべきものと考え

無 



との合意の基準について、上記の考え方の下、

本改正案に則って、引き続き関係事業者間で協

議しつつ、具体的な合意の基準について検討し

ていきます。 

（東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株

式会社） 

ますが、本省令案の趣旨等を踏

まえれば、当該基準については、

公平であるほか、具体的・合理的

であることが適当と考えます。 

意見６ 

● 本省令案においては、研究会第七次報告書を

受け、他の電気通信事業者にも配慮がなされた

合理的な整理が施されている。 

● ビル＆キープ方式を採用するときの合意の基

準の満たすべき要件について、指定設備設置事

業者間で解釈に差異が生じることを防ぐため、協

議円滑化ガイドライン等において、より具体的な

記述が行われるよう検討を要望。 

再意見６ 

 

考え方６ 

 

○ 今般の「電気通信事業法施行規則等の一部を

改正する省令案等」においては、ビル＆キープ方

式の部分的な導入を図るための制度を整備する

ことが適当とする「接続料の算定等に関する研究

会」第七次報告書を受け、指定電気通信設備を

設置する電気通信事業者に合意の強要を生じさ

せないための措置を求めることとするとともに、

実際に合意すべき事項が具体的に示されてお

り、他の電気通信事業者にも配慮がなされた合

理的な整理が施されていると考えます。 

○ なお、「電気通信事業法施行規則等の一部を改

正する省令案」において、ビル＆キープ方式を採

用するときの合意の基準を接続約款に定められ

なければならない旨及び満たすべき要件につい

て規定されていますが、指定電気通信設備を設

 ○ 賛同の御意見として承ります。 

○ 意見後段については、総務省に

おいて、制度の円滑な導入を図る

観点から、必要に応じ、関係事業

者に丁寧な説明を行うことが適当

と考えます。また、選択可能化後

の協議の状況を注視し、必要に

応じて、ガイドライン等の見直しを

検討することが適当と考えます。 

 

無 



置する電気通信事業者間で基準の解釈に差異

が生じる余地が生じることを防ぐため、「事業者

間協議の円滑化に関するガイドライン」等におい

て、当該要件についてより具体的な記述が行わ

れるよう検討願います。 

（楽天モバイル株式会社） 

意見７ 

● 指定設備設置事業者からのビル＆キープ方式

採用の申入れに同意しなかった場合に、通常の

事業者間精算方式に係る協議においてビル＆キ

ープ方式に誘導されることも想定。総務省におい

て協議・合意状況を注視することを要望。 

● 万が一、ビル＆キープ方式の導入の強要が生

じ、又は生じるおそれがある事案が散見された場

合には、必要に応じて協議円滑化ガイドラインの

改定等の追加の措置について検討を行うことを

要望。 

再意見７ 

 

考え方７  

○ 今般の電気通信事業法施行規則等の一部を改

正する省令案等の規定は、指定電気通信設備設

置事業者（以下、「指定設備設置事業者」といい

ます。）がその交渉の優位性を背景としたビル＆

キープ方式の導入の強要が生じないための措置

を講じていただいているものと理解をしておりま

す。 

○ しかしながら、これらの規定は主に指定設備設

置事業者のビル＆キープ方式の合意基準やそ

の基準の公平性に関する事項を定められたもの

であり、例えば、指定設備設置事業者から非指

定事業者に対して合意基準に基づきビル＆キー

プの申入れがあり、非指定事業者が同意しなか

 ○ 通常の事業者間精算方式をとる

場合の非指定設備に係る接続料

の適正性については、原則として

事業者間協議を通じて確保される

べきものと承知しており、本省令

案による制度整備後も引き続き、

接続当事者間で円滑に協議が行

われることが重要と考えます。 

○ 協議が不調等となった場合には

紛争処理スキームを利用すること

も可能ですが、御意見で指摘され

ているような「誘導」を指定設備設

置事業者が行うことについては、

無 



った場合、現行の事業者間精算方式における非

指定事業者の接続料の減額申入れ等を行う等に

よって、ビル＆キープ方式へ誘導されることも想

定されます。 

○ そのため、今後総務省様におかれまして、指定

設備設置事業者と非指定事業者との協議・合意

状況を注視いただくことを要望致します。 

 万が一、指定設備設置事業者がその交渉の優

位性を背景としたビル＆キープ方式の導入の強

要が生じたり、生じる虞があったりする事案が散

見された場合には、必要に応じて「協議円滑化ガ

イドライン」の改定等の追加の措置についてご検

討いただくことを要望致します。 

（中部テレコミュニケーション株式会社） 

本省令案の趣旨に照らしても適

切ではないと考えます。 

○ いずれにせよ、総務省におい

て、選択可能化後の協議の状況

を注視し、必要に応じて、ガイドラ

イン等の見直しを検討することが

適当と考えます。 

意見８ 

● 指定設備接続約款に規定される事項につい

て、自社に優位な条件を恣意的に設定し、立場

の弱い会社に導入を強いることが想定。総務省

においては、研究会等において妥当性を検証し、

恣意的な設定を排除する必要。 

再意見８ 

 

考え方８  

○ 指定設備設置事業者が自社の接続約款に記載

する任意事項（具体的なトラヒック・接続の数量条

件）については指定設備設置事業者の裁量に委

ねられいることから、設備設置事業者にとって優

位な条件を恣意的に設定し、立場の弱い会社に

対してビル＆キープ導入を強いることが想定され

るのではないか。 

○ そのため、指定設備設置事業者が自社の接続

約款に具体的なトラヒック・接続の数量条件等を

設定する際は、必ず総務省の接続料の算定等に

 ○ ビル＆キープ方式を採用すると

きの合意の基準としてどのような

ものが規定されるかにかかわら

ず、他の電気通信事業者は、当

該指定設備設置事業者との間で

通常の事業者間精算方式を継続

することが可能となっていることか

ら、御指摘のような「導入を強いる

こと」が直ちに想定されないと考え

ますが、いずれにせよ、指定設備

無 



関する研究会等においてそれらの妥当性を検証

（同等の確認等）を経て、事業者の恣意的な設定

を排除する必要があるのではないか。 

（個人Ｂ） 

設置事業者が「導入を強いるこ

と」は、本省令案の趣旨に照らし

て適切ではないと考えます。 

○ 総務省においては、必要に応じ

て、選択可能化後の協議の状況

を注視することが適当と考えま

す。 

  



利用者料金との関係等 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見９ 

● ビル＆キープ方式を選択可能とする場合には、

エンドエンド料金の維持が本来あるべき。一方、

本省令案により、指定設備設置事業者において

もビル＆キープ方式の導入が可能となることは、

同方式の推進に資するものとして賛同。 

● ただし、本制度整備が実質的な料金規制として

機能し、利用者料金設定の自由度が損なわれる

ことで、結果として利用者利便が低下することの

ないよう、総務省において制度の運用状況を注

視することが必要。 

● 指定設備設置事業者が着信側の電気通信役務

に関する料金を基本料金に含めることを接続約

款に規定し、接続当事者間で双務的に接続協定

を締結することが、指定設備設置事業者から接

続事業者に対する強要であるかのように受け止

められることのないよう留意することを要望。 

● トラヒック・ポンピングについては、本制度整備

を踏まえ、速やかに「接続等に関し取得・負担す

べき金額に関する裁定方針」（以下「裁定方針」と

いう。）を改定し、適正原価・適正利潤や近似的に

他の費用等を用いる算定が困難な場合に、ビル

＆キープ方式を採用できるようにすべき。 

● 将来的には原則化を行い、公正競争を促進す

るとともにビジネスモデルの転換による利用者利

便の向上を図るべき。原則化により、低廉で使い

再意見９ 

● 本制度整備による新たな料金設定等は、現制

度下において指定設備設置事業者がビル＆キー

プ方式を選択可能とするための措置であり、ビル

＆キープ方式を選択するにあたって、新たに料

金規制のようなものを課す趣旨ではないと理解。 

● ビル＆キープ方式をぶつ切りでの料金設定と

し、着信側事業者の請求する料金を着信側ユー

ザに請求する基本料金に含むという整理は、事

業者による利用者料金設定の自由度が制限され

ること及びエンドエンド料金設定が一般的である

ことから不適切であり、エンドエンド料金設定をベ

ースとしたビル＆キープ方式が本来あるべき姿

であるという意見に賛同。必要であれば法改正も

含めた対応をすべき。 

● 原則化に反対等の意見（再意見１中ソフトバ

ンク株式会社再意見と同旨）。 

● トラヒック・ポンピングについて、裁定方針に

ビル＆キープ方式を採用できるよう規定を追加

することは、裁定方針の趣旨が適正な原価を

回収するためのものであること、ビル＆キープ

方式は接続当事者間の合意に基づき選択可

能とすることが適当であること等から適切では

ない。 

 

考え方９ 

 



やすい料金の実現を目指す。 

● ショートメッセージサービスをビル＆キープ方式

の対象に含めることを要望。 

○ 当社は、第一種指定電気通信設備及び第二種

指定電気通信設備に関して、接続当事者間の合

意に基づき、「ビル＆キープ方式」を選択可能と

する場合（以下「選択的ビル＆キープ方式」）にお

いて、発信側事業者が通話料に関する料金設定

権をエンドエンドで設定する方式（所謂「エンドエ

ンド料金設定」）を維持することが制度として本来

あるべき姿であると考えます。一方で、本制度整

備による新たな料金設定等により、指定設備設

置事業者においてもビル＆キープ方式の導入が

可能となることについては、同方式の推進に資す

るものとして賛同いたします。 

○ ただし、本制度整備が着信側の電気通信事業

者に対して実質的な料金規制として機能し、利用

者に対する料金設定の自由度が損なわれること

で結果として利用者利便が低下することのないよ

う、総務省において制度の運用状況を注視する

ことが必要と考えます。 

○ さらに、指定設備設置事業者が着信側の電気

通信役務に関する料金を基本料金に含めること

を接続約款に規定し、接続当事者間で双務的に

接続協定を締結すること自体は、制度の運用に

あたり必要な措置であり、指定設備設置事業者

から接続事業者に対する強要であるかのように

受け止められることのないよう留意いただきたい

と考えます。 

○ また、トラヒック・ポンピングは、喫緊の解決が

○ 左記意見（注：意見９（株式会社ＮＴＴドコモ意見）１点目及び２点目）

のとおり、本制度整備による新たな料金設定

等は、現制度下において指定設備設置事業者

がビル＆キープ方式を選択可能とするための

措置であり、ビル＆キープ方式を選択するにあ

たって、新たに料金規制のようなものを課す趣

旨ではないと理解しております。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ ビル&キープ方式の導入については、「接続

料の算定等に関する研究会」において既に議

論しており、その際構成員の先生からも「ビル

＆キープ方式の下では、各事業者の契約者数

が利益に影響すると思われる。特に、契約者

が少ない事業者が不利になると思われる。」や

「着信接続料収入への依存が大きい事業者に

とって、これがゼロになってしまうビル＆キープ

方式は、経営に甚大な影響があることが指摘

されている。そのような事業者にまでビル＆キ

ープ方式を強要することは無理があると思わ

れ、選択制とすることが良い。その上で、ビル

＆キープ方式を望まない中小規模の事業者等

に対してビル＆キープ方式と従来の精算方式

のどちらも選択できることを保証することも制

度上必要。」等の懸念が示されたところです。

また、「ビル＆キープ方式は、接続し合う事業

者間のトラヒックが均衡し、互いの設備を同等

○ 意見については、賛同の御意見

として承ります。 

○ 本省令案におけるビル＆キープ

方式の位置付けは、指定設備と

の接続において新たな事業者間

精算方式を選択肢に加えるもの

であって、利用者料金設定の自

由度を損なうものにはならないと

承知しています。 

○ トラヒック・ポンピングは速やか

な解決を要する問題であるもの

の、総務省においては、研究会第

七次報告書の考え方などを踏ま

え、まずはトラヒック・ポンピング

の状況について定期的に注視し

ていくことが適当と考えます。な

お、裁定方針は同研究会での過

去の議論も踏まえ「個別的ではな

い、接続料についての基本的な

考え方」について「裁定があった

場合の考え方」を総務省が前もっ

て示したものであると承知してお

り、選択可能となったビル＆キー

プ方式を裁定方針に採り入れるこ

との適否については、方針策定

の趣旨を踏まえて検討することが

適当と考えます。 

無 



必要な政策課題であり、協議及び意見申出で解

決しない場合は、接続料の適正性について裁定

申請を行うことが考えられますが、本制度整備を

踏まえ、速やかに「接続等に関し取得・負担すべ

き金額に関する裁定方針」（平成30年1月公表）を

改正し、適正原価・適正利潤や近似的に他の費

用等を用いる算定が困難な場合に、ビル＆キー

プ方式を採用できるようにすべきと考えます。 

○ 将来的には、ビル＆キープ方式の原則化を行

い、事業者間における公正競争を促進するととも

にビジネスモデルの転換による利用者利便の向

上を図るべきと考えます。 

当社は、ビル＆キープ方式の原則化により、低

廉で使いやすい料金の実現を目指します。 

○ なお、本制度整備案では、音声伝送役務に係る

ビル＆キープ方式のみを対象としておりますが、

ショートメッセージサービスは、発信側事業者が

発信及び着信の電気通信役務において、利用者

に対する料金を設定し、着信側事業者に対して

接続料を支払うという音声伝送役務と同様の構

造であるため、ビル＆キープ方式の対象に含め

ていただきたいと考えます。 

（株式会社ＮＴＴドコモ） 

に利用し合うことを背景に導入されるものであ

ると理解している。加えて、現状の事業規模や

設備構成等の違いを踏まえた事業者間協議の

上で接続料単金が設定されているなどのた

め、公平性の観点に鑑み、接続する２社間で

合意できた場合に採用されることが適当。」や

「事務処理の簡素化の観点から、事務処理コ

ストが無視できないほど支払額が少額な事業

者間精算は見合わせる選択はとり得ると考え

られるが、それ以外は、従来通り事業者間精

算が適当。」等、ビル&キープ方式は二者間の

合意に基づくべきとの意見が中小の事業者等

からも示されていたところであり、これらの意見

等も踏まえ、ビル&キープ方式について原則化

すべきという結論にはならず、あくまでも接続

する二者間の合意に基づき、指定設備設置事

業者がビル&キープ方式を選択可能とすること

が適当という結論になったものと理解していま

す。 

上記を踏まえると、今回の改正案について

はあくまでも指定設備設置事業者においても

二者間の合意に基づきビル&キープ方式の選

択が可能になるというものであり、全事業者一

律採用や原則化へのステップとしての改正案

ではないと考えます。 

当社としてもビル&キープ方式の原則化は以

下の点に問題があり、適切ではないと考えま

す。 

・ 二者間の合意に基づかない全事業者一律

採用や、一方が要望すれば採用するといっ

○ ビル＆キープ方式の原則化に関

する御意見については、考え方１

の後段のとおりです。 

○ ショートメッセージサービスに関す

る御意見については、本省令案に

係るこれまでの議論では、専ら電

話等の音声サービスにおけるビ

ル＆キープ方式が念頭にあった

と承知しており、その他のサービ

スに係る接続におけるビル＆キ

ープ方式の取扱いについては、

関係事業者の意見も踏まえつつ、

総務省において、必要に応じて検

討することが適当と考えます。 

 



たルール化はコスト負担のバランスが崩れ、

適切なコスト回収の原則から逸脱するものと

なる点 

・ ビル&キープ方式の原則化は契約者が多い

事業者にとって有利、契約者が少ない事業

者にとって不利になるものであり、このような

制度変更は健全な競争に悪影響を及ぼす

点（特に移動通信事業はサービスの特性

上、契約者数の多寡にかかわらず全国でき

め細かなエリア展開が必須であり、大規模

な固定費が発生することから、契約者の少

ない事業者が不利になると考えられる） 

（ソフトバンク株式会社） 

○ ビル&キープ方式の原則化については前述

のとおり適切ではないと考えますが、今回の省

令案である指定設備設置事業者におけるビル

&キープ方式の選択を可能とするために、ぶつ

切りでの料金設定（相互に接続する各事業者

がそれぞれ自網にかかる部分の利用者料金を

設定）とし、着信側事業者の請求する料金を着

信側ユーザに請求する基本料金に含むとする

整理は、事業者によるユーザ料金設定（従量

料金とするか、基本料金とするか等）の自由度

が制限されること及びエンドエンドでの料金設

定（特定の事業者が、複数の電気通信役務を

通算した利用者料金を設定）が一般的であるこ

とから不適切と考えます。 

従いまして、エンドエンドでの料金設定をベ

ースとしたビル&キープ方式が本来あるべき姿



であるというNTTドコモ殿の意見に賛同であり、

その実現のために、必要であれば電気通信事

業法の改正も含めた法的対応をすべきと考え

ます。 

（ソフトバンク株式会社） 

○ 「接続等に関し取得・負担すべき金額に関す

る裁定方針」（平成30年1月16日公表。以下「裁

定方針」という。）には既に裁定における基本

方針として「能率的な経営の下における適正な

原価に適正な利潤を加えたもの」や「近似的

に、例えば長期増分費用モデル等により、他

の費用等を用いること」が定められています

が、裁定方針にビル＆キープ方式を採用でき

るように規定を追加することは以下から適切で

はないと考えます。 

・ 基本方針の趣旨は、あくまで当事者間で取

得または負担すべき金額について協議が整

わない場合に適正な原価を回収するための

ものであること 

・ 接続料の算定等に関する研究会で整理され

たとおり、ビル＆キープ方式は接続当事者

間の合意に基づき選択可能とすることが適

当であること 

・ 指定設備設置事業者の交渉上の優位性を

背景としたビル＆キープ方式の強要が生じ

ないための措置を講じる必要性から、合意

の基準を接続約款に定めなければならない

とされていること 

（ソフトバンク株式会社） 



意見10 

● ビル＆キープ方式をぶつ切りでの料金設定を

前提として整理する場合、本省令案のように利用

者料金の設定方法の制限が必要と認識。着信側

事業者の請求する料金を着信側利用者に請求す

る基本料金に含む場合、着信数が少ない利用者

にも着信数が多い利用者分のコストも含めて等し

く負担いただくことになるが、本来、このような利

用者料金の設定方法は事業者が決めるべきであ

り、省令で規定すべきではない。 

● 利用者料金の設定方法を省令で制限する必要

のないエンドエンド料金設定を前提としたビル&

キープ方式が実現できるよう、必要であれば法

改正も含めた対応をすべき。 

再意見10 

● ビル＆キープ方式の選択可能化は、指定設備

設置事業者におけるビル＆キープ方式の推進に

資するものであり、早期に導入すべき。 

● 本制度の運用状況について事業者間の認識の

齟齬等が生じないよう、必要な注視を行いつつ、

仮に問題が発生すれば速やかに必要な措置を

講じることとした上で、選択的ビル＆キープ方式

を早期に導入することが適当。 

● ビル＆キープ方式の原則化により、低廉で使い

やすい料金の実現を目指す考えであり、本制度

整備を受け、原則化のステップとして、部分的な

導入を促すため、協議を進めていく考え。 

考え方10 

 

○ ビル&キープ方式をぶつ切りでの料金設定（相

互に接続する各事業者がそれぞれ自網にかかる

部分の利用者料金を設定）を前提として整理する

場合、省令案のように着信側事業者の請求する

料金を着信側ユーザに請求する基本料金に含む

というようなユーザ料金の設定方法の制限が必

要になると認識しています。加えて、着信側事業

者の請求する料金を着信側ユーザに請求する基

本料金に含むこととした場合、着信数が少ないユ

ーザにも着信数が多いユーザ分のコストも含め

て等しく負担いただくことになる認識です。本来こ

のようなユーザ料金の設定方法（従量料金とする

か、基本料金とするか等）は事業者が決めるべき

ものであり、省令で規定すべきものではないと考

えています。 

○ ユーザ料金の設定方法を省令で制限する必要

○ 第一種指定電気通信設備及び第二種指定

電気通信設備に関して、接続当事者間の合意

に基づき、「ビル＆キープ方式」を選択可能と

する方式（以下「選択的ビル＆キープ方式」）

は、指定設備設置事業者におけるビル＆キー

プ方式の推進に資するものであるため、当社

は、今回の制度整備により選択的ビル＆キー

プ方式を早期に導入すべきと考えます。 

○ 今回の制度整備内容の運用状況について、

これまでの事業者間の利用者料金設定に係る

慣行とは異なりますが、指定事業者・非指定事

業者間の認識の齟齬等が生じないよう、必要

な注視を行いつつ、仮に問題が発生するようで

あれば、速やかに必要な措置を講じることとし

た上で、選択的ビル＆キープ方式を早期に導

入すべきと考えます。 

○ 本省令案におけるビル＆キープ

方式の位置付けは、指定設備と

の接続において新たな事業者間

精算方式を選択肢に加えるもの

であって、利用者料金設定の自

由度を損なうものにはならないと

承知していますが、御意見につい

ては、総務省における今後の検

討の参考とすることが適当と考え

ます。 

○ 再意見については、 

・ 上段については、本省令案に

賛同の御意見として承ります。 

・ 中段については、制度の円滑

な導入を図る観点から、必要に

応じ、総務省において関係事業

無 



のないエンドエンドでの料金設定（特定の事業者

が、複数の電気通信役務を通算した利用者料金

を設定）を前提としたビル&キープ方式が実現で

きるよう、必要であれば電気通信事業法の改正

も含めた法的対応をすべきと考えます。 

（ソフトバンク株式会社） 

○ 当社は、ビル＆キープ方式の原則化（以下

「原則的ビル＆キープ方式」）により、低廉で使

いやすい料金の実現を目指す考えですが、今

回の制度整備を受け、原則的ビル＆キープ方

式に向けたステップとして、まずはビル＆キー

プ方式の部分的な導入を促すため、事業者間

における協議を進めていく考えです。 

（株式会社ＮＴＴドコモ） 

者に丁寧な説明を行いつつ、

選択可能化後の協議の状況を

注視することが適当と考えま

す。 

・ 下段については、考え方１の後

段のとおりです。 

意見11 

● 通話料が事業者間協議の結果に左右されるこ

とは、利用者・業界全体に混乱を招くおそれ。 

● ＩＰ電話事業者は基本料を設定しておらず、新た

に基本料（相当）を設定することは利用者目線で

も困難。基本料に限ることなくコストを回収できる

スキームを許容することを可能とすべき。 

再意見11 

● 再意見10に同じ 

考え方11 

 

○ 従来、発信事業者側がエンドーエンド間で設定

していた料金設定が、A社役務区間＝A社料金設

定区間となることで、極論ではあるが、ビル＆キ

ープ方式を適用した事業者（仮にB社とする）へ

の着信については、A社側は通話料を、例えば固

定なら約８円／３分のところ、約４円／３分にする

ことも理論上は可能になる。 

○ 一方、ビル＆キープ方式を適用しない（できな

い）事業者（仮にC社とする）があった場合、A社

側はC社へ着信する料金を、そのまま約８円／３

分とすることが想像される。こうなった場合、C社

は競争上の不利益を被ることになる。通話料が

各事業者間の協議結果（ビル＆キープ方式の適

用有無）に左右されることは、一般ユーザあるい

は業界全体に混乱を招く恐れがある。 

○ 第一種指定電気通信設備及び第二種指定

電気通信設備に関して、接続当事者間の合意

に基づき、「ビル＆キープ方式」を選択可能と

する方式（以下「選択的ビル＆キープ方式」）

は、指定設備設置事業者におけるビル＆キー

プ方式の推進に資するものであるため、当社

は、今回の制度整備により選択的ビル＆キー

プ方式を早期に導入すべきと考えます。 

○ 今回の制度整備内容の運用状況について、

これまでの事業者間の利用者料金設定に係る

慣行とは異なりますが、指定事業者・非指定事

業者間の認識の齟齬等が生じないよう、必要

な注視を行いつつ、仮に問題が発生するようで

あれば、速やかに必要な措置を講じることとし

た上で、選択的ビル＆キープ方式を早期に導

○ 意見上段及び中段について、利

用者料金の設定等については、

各電気通信事業者において適切

に判断等すべきものと承知してい

ます。 

○ ビル＆キープ方式に合意した接

続事業者に着信する通信と、合

意していない接続事業者に着信

する通信で通話料を同一とするこ

とは問題なく、また、接続事業者

に支払うべき接続料の差がある

など、合理的と認められるコスト

差を反映して通話料に格差が生

じることは問題ないと考えられま

すが、総務省においては、利用者

無 



○ ビル＆キープ方式を適用した事業者B社の場

合、基本料（相当）でコストを回収することになる

が、多くのIP電話事業者は基本料を設定しておら

ず、新たに基本料（相当）を設定することは、ユー

ザ目線からも困難であることから、このような会

社にとって今回の改定案ではコスト回収ができ

ず、競争上の不利益を被ることになる。こういった

場合には基本料に限ることなくコストを回収でき

るスキームを許容することを可能とすべきであ

る。 

（株式会社アイ・ピー・エス・プロ・株式会社コムス

クエア） 

入すべきと考えます。 

○ 当社は、ビル＆キープ方式の原則化（以下

「原則的ビル＆キープ方式」）により、低廉で使

いやすい料金の実現を目指す考えですが、今

回の制度整備を受け、原則的ビル＆キープ方

式に向けたステップとして、まずはビル＆キー

プ方式の部分的な導入を促すため、事業者間

における協議を進めていく考えです。 

（株式会社ＮＴＴドコモ） 

の混乱が生じていないかなど、選

択可能化後の利用者料金の動向

等について注視することが適当と

考えます。 

○ 意見下段については、「基本料

に限ることなくコストを回収できる

スキーム」の意味するところが明

らかではありませんが、当該規定

は、いわゆる「着信通話料」を想

定しない趣旨であり、ビル＆キー

プ方式を採用する場合に、「基本

料」という名称の料金を定めなけ

ればビル＆キープ方式を採用で

きないという趣旨ではないと承知

しています。 

また、いわゆる「着信通話料」

の設定については、利用者が予

見し得ない形で従量制料金の課

金を行う料金形態であり、本制度

整備以降においても、国民等利

用者の理解も得られないと考えら

れます。 

○ 再意見については、考え方10の

とおりです。 

意見12 

● 利用者料金の設定について、発信側・着信側双

方の利用者の混乱が生じない対応が必要であ

り、その対応は、指定設備設置事業者・非指定事

業者を問わず実施すべき。この点、協議円滑化

ガイドラインにおける非指定事業者に係る規定

再意見12 

 

考え方12 

 



に賛同。 

○ ユーザ料金の設定については、料金設定事業

者の判断で設定すべきものと考えますが、ビル

＆キープ方式の導入においては、通話サービス

を利用するユーザ（発信側・着信側双方）の混乱

が生じないような対応が必要であり、その対応に

ついては、指定事業者・非指定事業者を問わず

実施すべきと考えます。 

○ この点、「事業者間協議の円滑化に関するガ

イドライン」に、「非指定事業者同士の接続協

定においては、これに依らない形でビル＆キー

プ方式を位置付けることも可能であるが、事業

者間協議の簡素化等の観点から、この位置付

けを参考とすることが望ましい」と規定いただい

ている点について、当社としても賛同します。 

（東日本電信電話株式会社・西日本電信電話株

式会社） 

 ○ 本省令案等を踏まえた事業者

間精算方式の変更については、

従前からの利用者対応の在り方

を変更するものではなく、これを

行う電気通信事業者にあっては、

契約約款等の規定の整理も含

め、適切な利用者対応を行うこと

が望ましいと考えます。 

○ また、非指定設備間の接続にお

いて、本省令案と異なる整理でビ

ル＆キープ方式を導入することも

可能ですが、電気通信事業者間

の接続協議の簡素化等の観点か

ら、ガイドラインにおける位置づけ

を参考に検討されることが望まし

いと考えます。 

無 

意見13 

● ビル＆キープ方式では発信事業者の（料金設

定）区間が半分になるので、通話料も半分になる

ことを期待。 

● 基本料がない会社がビル＆キープ方式になっ

て、新たに基本料が発生することを懸念。 

再意見13 

 

考え方13 

 

○ ビル＆キープ方式になれば、発信事業者の区

間が半分になるので、通話料も半分になることを

期待する。 

○ 私が加入している電話会社には基本料がない

ので、その会社がビル＆キープ方式なって、新た

に基本料が発生すると困る。 

 ○ 総務省においては、選択可能化

後の利用者料金の状況等を注視

していくことが適当と考えます。 

○ なお、本省令案は、いわゆる「着

信通話料」を想定しない趣旨であ

り、協議円滑化ガイドラインの改

無 



（個人Ａ） 定案のとおり、利用者料金の体系

上、「基本料」という名称の料金を

定めなければビル＆キープ方式

を採用できないという趣旨ではな

いと承知しています。 

意見14 

● 本省令案における利用者料金の取扱いについ

て、どのような議論を経て整理されたのか開示さ

れる必要。 

● ビル＆キープ方式の導入により、基本料が0円

又は安い電話サービスの基本料が値上げされる

ことはないのか。 

再意見14 

 

考え方14 

 

○ ビル＆キープを導入する際の着信側の料金の

取扱いについては、総務省の関連するホームぺ

で確認するも経緯が確認できなかったため、どの

ような議論を経て今回のような整理になったの

か、開示される必要があるのではないか。 

○ また、ビル＆キープが導入されることで、通話

料の値下げにつながるかもしれないが、基本料

が0円やインターネットサービスのオプションとし

て安い基本料で利用できる電話サービスの基本

料が値上げされることはないのか。（私の使って

いる規模が小さい会社のサービスの基本料が値

上がりになるかが不安・・・） 

（個人Ｂ） 

 ○ 利用者料金に関する整理につ

いては考え方10の前段のとおりで

すが、本整理については、研究会

の結論も踏まえ、総務省において

検討した結果を反映したものと承

知しています。 

 

無 

意見15 

 

 

再意見15 

● 選択可能化に賛同するが、事実上の強制が

されることのないよう、総務省は注視する必

要。プランによっては、消費者に影響を与える

考え方15 

 



可能性が十分考えられるため、国民に周知す

る必要。 

● ショートメッセージサービスもビル＆キープ方

式の対象に加えることに賛同。 

- ○ ビルアンドキープ選択可能化は賛同致します

が、一種と二種電気通信設備設置事業者が圧

倒的な交渉力を有することから事実上の強制

される事のないよう、総務省は注視する必要が

あると考えます。 

○ 電気通信プランによっては着信時の料金等

で消費者に影響を与える可能性が十分考えら

れるため、国民に周知する必要があると思い

ます。 

○ 最後、ＮＴＴドコモの意見にあるように、ショー

トメッセージサービスもビルアンドキープの対象

に加える事に私も賛同します。 

（個人Ｃ） 

○ 本省令案に賛同の御意見として

承ります。 

○ 再意見上段及び中段について

は、総務省において、選択可能化

後の協議の状況や利用者料金の

状況等を注視していくことが適当

と考えます。  

○ 再意見下段については、考え方

９のとおりです。 

無 

 

以上 


